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平成１８年(ワ)第４２８号 土地明渡等請求事件（甲事件）

平成１８年(ワ)第４７８号 土地明渡等請求事件（乙事件）

主 文

， 「 ， （ ）」１ 被告は 別紙１ 土地所有関係 賃料相当損害金一覧 甲事件原告関係分

及び別紙２「土地所有関係，賃料相当損害金一覧（乙事件原告関係分 」の各）

「原告」欄記載の各原告に対し，同各欄に対応する各「物件番号」欄で引用さ

れた別紙各「物件目録Ａ（甲事件原告関係分及び乙事件原告関係分 ，別紙）」

各「物件目録Ｂ（甲事件原告関係分及び乙事件原告関係分 ，別紙各「物件）」

目録Ｃ 甲事件原告関係分及び乙事件原告関係分 及び別紙 物件目録Ｄ 甲（ ）」 「 （

事件原告関係分 」記載の各土地を明け渡せ。）

２ 被告は，原告Ａ（甲事件原告No４１）所有の別紙「物件目録Ｄ（甲事件原告

関係分 」記載のＤ０１２ないしＤ０１６の各土地を除く，別紙１「土地所有）

， （ ）」 「 ，関係 賃料相当損害金一覧 甲事件原告関係分 及び別紙２ 土地所有関係

賃料相当損害金一覧（乙事件原告関係分 」の各「原告」欄記載の各原告に対）

し，平成１８年４月１日から前項の各土地を明け渡すまで，１か年当たり各土

地について３．３平方メートル（１坪）当たり１７００円（持分表示のある土

地についてはこれに持分を乗じた額）の割合による金員を支払え。

３ 被告は，原告Ａ（甲事件原告No４１）に対し，平成１８年４月１日から，別

紙「物件目録Ｄ（甲事件原告関係分 」記載のＤ０１２ないしＤ０１６の各土）

地を明け渡すまで，１か年当たり各土地について３．３平方メートル（１坪）

当たり１５００円の割合による金員を支払え。

４ 原告らのその余の請求を棄却する。

５ 訴訟費用は，これを１０分し，その１を原告らの負担とし，その余を被告の

負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求
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１ 主文１項と同旨

， 「 ， （ ）」２ 被告は 別紙１ 土地所有関係 賃料相当損害金一覧 甲事件原告関係分

及び別紙２「土地所有関係，賃料相当損害金一覧（乙事件原告関係分 」の各）

「原告」欄記載の各原告に対し，同各欄に対応する各「物件番号」欄で引用さ

「 」 「 」 ，れた別紙各 物件目録Ａ ないし 物件目録Ｄ 記載の各土地を明け渡すまで

平成１８年４月１日から１か年当たり別紙１及び別紙２の各「賃料相当損害金

合計（円 」欄記載の割合による金員を支払え。）

第２ 事案の概要

， （ 「 」 。）本件は 別紙物件目録ＡないしＤ記載の各土地 以下 本件各土地 という

を所有する原告らが，本件各土地等を賃借し，Ｂ競馬場を運営している被告に

対し，賃貸借契約が終了し無権原の占有であるとして，所有権に基づき，本件

各土地の明渡し及び賃貸借契約が終了した翌日である平成１８年４月１日から

支払済みまで１年あたり別紙１「土地所有関係，賃料相当損害金一覧（甲事件

原告関係分 （以下「別紙一覧１」という ）及び同２「土地所有関係，賃料）」 。

相当損害金一覧 乙事件原告関係分 以下 別紙一覧２ という の各 賃（ ）」（ 「 」 。） 「

料相当損害金合計（円 」欄記載の割合による賃料相当損害金の支払をそれぞ）

れ求めた事案である。

１ 争いのない事実等

(1) 原告らは，本件各土地をそれぞれ所有している。

個別の所有関係については，別紙一覧１及び別紙一覧２の各「原告」欄記

載の各原告が，同各欄に対応する「物件番号」欄によって引用される別紙各

物件目録ＡないしＤ記載の各土地（その位置関係については，別紙「原告所

有地図面」のとおりである ）を所有している（ただし，別紙一覧１及び同。

２の「持分」欄に記載がある土地については，その持分を有している 。。）

(2) 被告は，岐阜県，同県羽島郡笠松町及び同郡岐南町が競馬実施に関する

事務を共同処理するため，地方自治法に基づいて昭和４５年４月に設立した
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一部事務組合で，現在は笠松町が管理者として職務を行い，Ｂ競馬を開催す

る者である。

(3) 被告は，設立以来，本件各土地を賃借して占有し，Ｂ競馬場として使用

してきた。

２ 争点及び当事者の主張

(1) 本件の争点は，次の３点である。

争点① 被告の占有権原の有無（賃貸借契約が終了したか否か ）。

争点② 原告の本件明渡請求が権利濫用又は信義則違反か否か。

争点③ 賃料相当損害金の額

(2) 被告の占有権原（賃借権）の有無（争点①）

（被告の主張）

ア 被告は，原告らとの間で，本件各土地について，契約期間を競馬開催終

了までとする賃貸借契約を締結している（ただし，賃料については，前年

の競馬売上額に応じて，１年ごとに見直しを行う 。。）

被告は，同契約による占有権原に基づき，本件土地を占有している。

イ すなわち，上記賃貸借契約の目的は，競馬場という恒久的な施設の存続

を前提とするものである。

そして，契約書上の「契約期間」は，賃料据え置き期間を示したものに

すぎない。さらに，この約定には，賃料改定の合意ができなかった場合に

は，前年の賃料が引き継がれるとの合意が含まれている。

契約期間を１年間とする旨契約書上に定めたのは，平成１４年度ころか

らＢ競馬の存続が危ぶまれ，その後，毎年大幅な賃料の減額が予想され，

賃料改定交渉がそれまで以上に重要になったからである。

（原告らの主張）

ア 原告らと被告との間で，本件各土地について契約期間を競馬開催終了ま

でとする賃貸借契約が成立しているとの主張は否認する。
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原告らが，被告と締結していた，本件各土地に係る賃貸借契約は，後記

イの理由から，契約期間を１年間とするものであり，平成１８年３月３１

日に期間満了となり，終了している。そして，その後，新たな賃貸借契約

は締結していない。

イ ① 平成１３年度までは 「競馬の存続する期間」とされていた契約期，

間が，平成１４年度以降，１年間と明文化されたこと，② 平成１６年９

月から原告らの代理人として，弁護士（原告ら訴訟代理人）が就任し，契

約締結にあたり，毎年３月３１日をもって賃貸借契約が終了することを前

提に被告と協議してきたこと，③ 同協議の中で，被告から「期間満了に

より終了する 」との文言が提案されたこと，④ 特に，平成１７年度に。

おける賃貸借契約については，Ｂ競馬存続の試験期間とする意味合いで原

告らは賃料も実質的には無償として契約を締結したこと，⑤ 被告は，平

成１６年１２月の「Ｂ競馬経営問題検討委員会」の報告書においてＢ競馬

の廃止を提言し，以後，かかる提言のもと廃止の方向で議論されてきたこ

となど，本件賃貸借契約の成立の経緯や状況から，本件賃貸借契約の契約

期間は，１年間である。

(3) 原告の本件明渡請求が権利濫用又は信義則違反か否か（争点② 。）

（被告の主張）

， ， ，被告は 原告らとの賃貸借契約の目的に従い 現在も本件各土地において

競馬業務を行っている。その使用目的は従前から変更されていないこと，原

告らも競馬の存続を望み，本件訴訟の眼目は賃料の増額請求にほかならない

こと，競馬開催の中止は，競馬に関わる相当多数の関係者に破滅的な悪影響

を与えることからすると，原告らが，被告に対し，本件各土地の明渡しを求

めることは信義則に反し，権利の濫用である。

（原告らの主張）

ア 権利濫用又は信義則違反であるとの被告の主張は争う。
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原告らは，競馬存続を望んでいること，本件訴訟の眼目が増額請求にあ

ること及び競馬開催の中止は，競馬に関わる相当多数の関係者に破滅的な

悪影響を与えることは否認する。

イ 原告らは，平成１５年３月の時点で，Ｂ競馬の存続が危ぶまれているこ

とを聞き，競馬廃止後の原状回復という問題に思いが至り，被告に対し，

何度も協議を申し入れたが，被告はこの問題をまともに取り上げようとし

てこなかったものである。

(4) 賃料相当損害金の額（争点③）

（原告らの主張）

本件各土地の賃料は年々減額され，近年だけを見ても，１坪当たりの年額

は，平成１４年度には２９７０円，平成１５年度には２６８０円，平成１６

年度には２１４０円，平成１７年度には固定資産税相当額（原告らには何ら

の利益もないという意味では，実質的な賃料は零円）であった。

そして，平成１７年度の賃料は，同年度にＢ競馬が試験的に存続されるこ

とになり，例外的に受け入れたものである。

よって，賃料相当損害金の額は，平成１７年度の賃料額を参考にすべきで

はなく，少なくとも平成１６年度の賃料額である１坪当たりの年額２１４０

円を下らない。

（被告の主張）

争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

証拠（甲１ないし６，７の１ないし４，８ないし１５，１６の１ないし３，

１７の１ないし４，２５の１ないし４，２６の１ないし４，２７，３１，乙１

ないし６，１０，１６）及び弁論の全趣旨によれば以下の事実が認められる。

(1) Ｂ競馬の概要
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ア 沿革

Ｂ競馬は，昭和９年ころを起源とし，第二次世界大戦後は，昭和２３年

に施行された競馬法により，岐阜県，岐阜市及び大垣市に施行権が付与さ

れ，岐阜県に施行が委託されたことにより開始された。

前記争いのない事実等に記載のとおり，昭和４５年４月に一部事務組合

である被告が設立され，Ｂ競馬を開催し，現在に至っている。

（甲２，３，乙２ないし４）

イ 施設及び職員数等

被告が運営する施設は，Ｂ競馬場本場（以下「Ｂ競馬場」という ）と。

岐阜県恵那市に所在する専用場外施設「シアターＣ」がある。

Ｂ競馬場は，木曽川の堤防（二重堤防）に囲まれた土地に所在し，周長

１１００メートル，幅２０メートルの走路，観客の収容能力１万６０００

人，８６６馬房（平成１６年４月１日現在）を有する厩舎，約２０００台

分の駐車場（５か所）などの施設がある。その敷地面積は約２９．８ヘク

タールに達するが，本件各土地を含め，その約９８％は借地である。

また，平成１８年当時の職員数は，事務局職員４４名（派遣，嘱託，日

雇いを含む ，調教師３３名，騎手２０名，きゅう務員１１５名，従事。）

員（勝馬投票券の発売業務を行う者など）１２１名で，同時期の在きゅう

馬は５３１頭であった。

なお，Ｂ競馬への来場者数は，平成１５年度において約９７万６０００

人であった。

（甲１，２，乙２，３）

ウ Ｂ競馬の果たしてきた役割

(ア) 構成団体への収益金の配分

Ｂ競馬の収益金は，平成４年度までに岐阜県に約１９２億円，笠松町

に約３３億円，岐南町に約１９億円配分され（合計約２４４億円 ，畜）
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産振興，社会福祉，医療普及，教育振興，スポーツ振興などの事業に投

資され，上記各自治体の財政に貢献した。

しかし，平成５年度以降は，経営状況の悪化に伴い，上記３地方公共

団体への収益の配分は行われなくなった。

(イ) 地方競馬全国協会への交付金

被告は，競馬法２３条に基づき，地方競馬全国協会への交付金（赤字

の場合にも原則として支払う必要がある ）を支払ってきた。その総額。

は，平成１５年度までに約１３７億円に達した。そして，交付金は，全

国の畜産振興に役立てられてきた。

しかし，平成１７年度以降は，同法２３条の２により，交付金の支払

期限を延長することが認められるようになり，被告も同条の適用を受け

て，交付金の支払を先延ばしにしている状態である。

(ウ) 公営企業金融公庫への納付金

被告は，地方財政法３２条の２に基づき，公営企業金融公庫に売上金

。 ， 。の一部を納付してきた その総額は 平成４年までに約６４億円に上る

ただし，公営企業金融公庫への納付金は，競馬事業が赤字の場合は，

翌年度に全額還付されるため，平成５年度以降は全額還付されている。

(エ) 地域経済への貢献

被告による競馬の開催は，関係者の雇用の創出と関連産業を通じて，

地域経済で一定の役割を果たしてきた。

（甲２，乙１６）

エ 平成１６年度までの経営状況

(ア) 売上及び収支

被告設立以降の勝馬投票券の売得金額は，初年度の昭和４５年度の約

２０７億円から上昇を続けたが，昭和５５年度の約４４５億円を頂点に

減少に転じ，平成１５年度には約１７４億円まで落ち込んだ。
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そして，被告は，設立以降，黒字を計上し，平成３年には積み立てら

れた財政調整基金（以下「基金」という ）が約５２億円に達していた。

が，平成５年度に，実質単年度赤字に転落し，平成１６年度まで単年度

赤字が継続した。そのため，被告は，基金からの赤字填補を余儀なくさ

， 。れ 平成１５年度末には基金の残高が約５億６０００万円まで減少した

（甲２，乙２ないし５）

(イ) 経営改善へ向けた取組み

， ，売上げが下降局面に入った平成４年度から平成１０年度まで 被告は

競馬ファンを誘致し売上の増加を図るため，専用場外施設であるシアタ

ーＣの開設，Ｄ競馬場での場外発売開始，レースの新設，投票方式の拡

大などの売上向上策やマークシート読取機や自動払戻機の導入などの経

営の合理化策を講じた。

なお，シアターＣは，平成１０年４月にオープンし，敷地及び施設と

も被告の自己所有であるが，地方債の償還金残高が平成１５年度末で約

８億８０００万円あり，毎年度約２億７０００万円の財政負担となって

おり，償還は平成１９年度まで継続することとなった （甲２）。

(ウ) 「Ｂ競馬経営改善計画」の策定

被告は，経営状況の悪化を踏まえ，Ｂ競馬経営改善計画策定委員会を

設置し，平成１４年１月 「Ｂ競馬経営改善計画」を取りまとめ，借地，

料や賞金などの経費節減策を講じたが，経営状態は改善せず，同年１０

月と平成１５年１０月，同改善計画の見直しを迫られた。

（甲２，乙３，４）

(エ) Ｂ競馬経営問題検討委員会の設置

前記のとおり，平成１５年度も単年度赤字が続き，基金残高も約５億

６０００万円まで落ち込んだ。そこで，被告は，平成１６年５月ころ，

第三者（公認会計士，税理士，弁護士，学識経験者，報道関係者，財界
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関係者等）２４名を構成員とするＢ競馬経営問題検討委員会（以下「検

討委員会」という ）を設置し，Ｂ競馬の競馬振興及び経営改革並びに。

Ｂ競馬の今後の在り方に関する提言及び提案を求めることとした。

検討委員会は，同年１２月２日，報告書（甲２）を作成し，既に実施

された経営改善策による効果が限界に達していることを前提として Ｂ，「

競馬の第１の目的である地方財政に対する貢献ができないこと及び今後

の自立的経営が困難となっていることから，競馬事業は速やかに廃止す

べきである 」との提言をした。。

（甲２，４）

(2) 原告らと被告との賃貸借契約の経緯

ア 被告と地主組合との賃貸借契約の締結方法

前記のとおり，Ｂ競馬場の敷地は，その大半が借地である。

そして，原告らを含む敷地の所有者らは，Ｅ鉄道を除き，敷地の所在ご

とに 「地主組合 （民法上の組合であるとは認められない ）と呼ばれる， 」 。

集団を作り，Ｂ競馬が開設された当時から地主組合ごとに本件各土地を競

馬主催者に賃貸しており，昭和４５年に被告が設立され，Ｂ競馬の主催者

となった際，被告との間で，本件各土地の賃貸借契約を締結した。

地主組合の数は，平成１６年度時点で，１１組合あり，本件訴訟の原告

となっているのは，そのうち，Ｆ地主組合（組合長：甲事件原告Ｇ ，Ｈ）

（ ）， （ ）地主組合 組合長：甲事件原告Ｉ Ｊ地主組合 組合長：甲事件原告Ｋ

及びＬ地主組合（組合長：甲事件原告Ｍ）の４組合（以下「本件４地主組

合」という ）に加入する者の一部である。。

原告らの所有地のおよその位置関係は別紙「原告所有地図面」のとおり

である。本件各土地は，Ｂ競馬場のスタンドや走路等の競馬場施設の主要

部分の敷地となっていることが認められる。

（甲６，７の１ないし４，１７の１ないし４，２５の１ないし４，２７，
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３１，３７，乙６，弁論の全趣旨）

イ 契約期間の定め

原告らと被告との平成１３年度までの賃貸借契約書では 「賃貸借期間，

， 。」 ，は 契約締結の日より競馬の存続する期間とする と記載されていたが

平成１４年度以降の賃貸借契約書では，賃貸借期間は，各年度の４月１日

から翌年３月３１日までの１年間とされた。

（甲６，７の１ないし４，１７の１ないし４，２５の１ないし４）

ウ 賃料の額の改定

本件各土地の賃料は，時々改定されたが，昭和５７年から平成８年まで

は３．３㎡（１坪）あたり，年額５０００円以上であったが（以下，賃料

については，いずれも３．３㎡（１坪）あたりの年額を示す ，平成９。）

年及び平成１０年度は４９５０円となり，平成１１年度以降は，毎年減額

改定された。

なお，平成１３年度より借地の使用頻度によってランク分けされ，賃料

の高い方からＡないしＣランクに区分けされた。本件各土地は，原告Ａ所

有の別紙「物件目録Ｄ」記載のD012ないしD016の土地５筆を除き，いずれ

もＡランクとされた。

エ 平成１５年度の賃貸借契約の経緯

原告らは，平成１５年３月，赤字経営が続くＢ競馬場の将来展望に不安

を抱くようになり，本件各土地の賃貸借契約改定の申し出に際し，弁護士

を代理人として，被告とその構成員である関係地方公共団体に対し，Ｂ競

馬の経営健全化を求めるとともに，競馬が廃止となった場合の施設の撤去

等の原状回復や転用などの対策を求めることを要望した。これに対し，被

告は，競馬を継続する意向であり，廃止すること及び施設を撤去する事態

は想定していない旨回答していた （甲８ないし１１）。

オ 平成１６年度の賃貸借契約の経緯
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被告は，原告らと平成１６年度の本件各土地の賃料について合意に至ら

ず，賃貸借契約を締結することなく，平成１６年４月１日以降，本件各土

地を使用して競馬開催を継続することとなった。

原告らの所属する本件４地主組合及びＮ組合は，平成１６年１１月１９

日，被告を相手方として，同年３月３１日の経過をもって，本件各土地の

賃貸借契約が終了したとして，賃料相当損害金の支払を求める民事調停を

申し立てたが，同年１２月１５日，調停不成立で終了した （甲１２）。

上記５組合は，同月２１日，被告を相手取り，賃料相当損害金の支払を

求める訴えを提起した （甲１３）。

(3) 平成１７年度の状況

ア 平成１７年度のＢ競馬の試験的存続

岐阜県，笠松町及び岐南町は，平成１７年２月３日，平成１７年度以降

のＢ競馬の存続について三者協議 Ｂ競馬構成団体首長会議 を行い 税（ ） ，「

金での赤字補填はしないことを大前提として，平成１７年度１年間は，試

験的に継続する」こと及び「年末には，存続が可能かどうかを点検する。

そして，赤字となれば廃止する 」ことを確認し，被告の体制を一新する。

， 。こととし 管理者を岐阜県副知事からＯ笠松町長に交代することを決めた

三首長は，同日，共同記者会見を実施し，地主ら関係者が，地代を固定資

産税相当額とすることを了承し，平成１６年１２月に提起した地代をめぐ

る訴訟を取り下げるなど，経費縮減に協力する気持ちが強いことや，売上

の増加をめざし，㈱Ｐによるインターネット馬券販売や北海道生産者のア

イデアを活用することなどを表明した （甲１６の１ないし３，乙１０）。

Ｂ競馬の平成１７年度決算は，１億１１５３万円余の単年度黒字になっ

た。しかし，勝馬投票券の売上は，平成１６年度の１２７億円に対し，平

， （ ） 。成１７年度は１１３億円と 対前年比約８９％ 約１１％減 と減少した

黒字となったのは，固定経費等の削減額約７億２５００万円であったこと



12

（削減の内訳は，賞金等約３億円，保守委託料等約１億７０００万円，借

地料約１億１０００万円，人件費約７６００万円，従事員雇用経費約６９

００万円である ）と，同年度から認められた地方競馬全国協会への交付。

金の支払の猶予（同年度５２００万円）及びシアターＣ建設の起債の元金

借換債（同年度１億９５００万円）を歳入として計上できたことが大きく

反映したためであり，実質的に見ると赤字であり，厳しい経営状況にある

ことを被告自身が認識せざるを得なかった。

（乙１６）

イ 原告らと被告との賃貸借契約締結

前記のとおり，被告が，平成１７年２月３日に１年間の試験存続を決め

たことを受け，原告らもこれに協力することを決め，同月４日，前記５組

合は前記訴えを取り下げた。

そして，原告らは，そのころ，平成１６年度の賃貸借契約を締結し，同

， ， ，年度の賃料については 平成１６年４月分に遡って Ａランク２１４０円

Ｂランク１８８０円（原告Ａ所有の別紙「物件目録Ｄ」記載のD012ないし

D016の土地５筆）とし，平成１７年４月１日頃，同年度の賃貸借契約を締

結し，賃料を一律に固定資産税相当額とすることで合意した （甲１３な。

いし１５，１７の１ないし４，２５の１ないし４，弁論の全趣旨）

(4) 売上額，歳出合計額及び賃料額の推移

ア 平成１０年度以降のＢ競馬売上額の推移は次のとおりである（１億円以

下切り捨て。以下において，対前年比及び指数はいずれも小数点以下，四

捨五入 （乙６））。

年度 売上 対前年比 指数

平成１０年度 ２８５億円 １００

平成１１年度 ２７５億円 ４％減 ９６

平成１２年度 ２４３億円 １２％減 ８５
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平成１３年度 ２２９億円 ６％減 ８０

平成１４年度 ２１３億円 ７％減 ７５

平成１５年度 １７３億円 １９％減 ６１

平成１６年度 １２７億円 ２７％減 ４５

平成１７年度 １１３億円 １１％減 ４０

イ 平成１０年度から平成１６年度までの各年度における賃料額（平成１３

， ） 。（ ）年度以降は Ａランクの賃料 の推移を示すと次のとおりである 乙６

年度 賃料 対前年比 指数

平成１０年度 ４９５０円 １００

平成１１年度 ４７００円 ５％減 ９５

平成１２年度 ４４５０円 ５％減 ９０

平成１３年度 ３６５０円 １８％減 ７４

平成１４年度 ２９５０円 １９％減 ６０

平成１５年度 ２６８０円 ９％減 ５４

平成１６年度 ２１４０円 ２０％減 ４３

ウ 平成１４年度から平成１７年度までの歳出合計を示すと次のとおりであ

る（金額は１００万円未満切り捨て （乙５））。

年度 歳出合計 対前年比 指数

平成１４年度 ２３０億０８００万円 １００

平成１５年度 １８９億６６００万円 １８％減 ８２

平成１６年度 １４２億９０００万円 ２５％減 ６２

平成１７年度 １２４億９６００万円 １３％減 ５４

エ 平成１４年度から平成１７年度までの借地料合計の推移及び借地料合計

の歳出合計に占める割合を示すと次のとおりである（金額は１００万円未

満切り捨て。借地料合計の割合は，小数点第２位以下四捨五入 （乙５））

年度 借地料合計 対前年比 指数 借地料合計の歳出合
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計に対する割合

平成１４年度 ２億５６００万円 １００ １．１％

平成１５年度 ２億１５００万円 １６％減 ８４ １．１％

平成１６年度 １億６９００万円 ２１％減 ６６ １．２％

平成１７年度 ５０００万円 ７０％減 ２０ ０．４％

オ 平成１７年度の歳出合計のうち，賞金・手当の額は約１０億８７００万

円で前年比約２３％の減少，委託料の額は４億１０００万円で前年比約２

９％の減少，従業員賃金の額は約１億４７００万円で前年比約３０％の減

少であった （乙５）。

(4) 平成１８年度の賃貸借契約締結交渉

被告は，平成１８年１月１０日以降，地主組合と平成１８年度の賃料につ

いて協議を行った。しかし，本件４地主組合は，同年２月２７日に開催され

た協議を最後に，協議から離脱した （弁論の全趣旨）。

本件４地主組合の代理人は，同年３月９日，被告に対し，試験存続期間は

平成１７年度で終了したとして，平成１８年度については，平成１６年度の

賃料を踏まえて，１坪あたり１９２０円を要求する旨の通知をした （甲２。

６の１ないし４）

これに対し，被告は，同月１６日，被告の厳しい経営状態から平成１８年

度の賃料としては，平成１７年度の賃料（固定資産税相当額）の２０％増の

額（総額６３００万円）を提示可能な最大限の額であると回答した （甲２。

７）

原告らと被告は，平成１８年度の賃貸借契約を締結しないまま，本件訴訟

に到った （弁論の全趣旨）。

２ 争点①（被告の占有権原（賃借権）の有無）について

(1) 被告は，原告らとの間で，本件各土地について，契約期間を競馬開催終

了までとする賃貸借契約を締結しており，契約書上の「契約期間」は，賃料
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据え置き期間を示したものにすぎず，賃料改定の合意ができなかった場合に

は，前年の賃料が引き継がれるとの合意が含まれているから，同契約による

占有権原に基づき，本件土地を占有している旨主張するので検討する。

(2) この点，前記認定のとおり，本件各土地は，昭和９年ころから競馬場と

して使用されてきたもので，証拠（甲７，１７，２５の各１ないし４）及び

弁論の全趣旨によれば，平成１４年度以降の契約書においても，本件各土地

の使用目的が，被告の運営する競馬業務に関する施設等の用地とすることを

定めていることが認められる。

ところで，前記認定事実のとおり，平成１３年度以前の契約書では契約期

間は競馬終了までとされていたものを，平成１４年度以降の契約書において

は，契約期間が１年間に変更され，各年度の４月１日から翌年の３月３１日

までとされたことが認められる。

契約期間が１年間に変更された理由や経緯は，本件証拠上，明らかではな

い。乙９によれば，被告の財務規則において，被告の財務事務の取扱いにつ

いては，特別の定めがない場合には，岐阜県の事務取扱いの例によるとされ

ていること，岐阜県会計規則により，賃借料に関する支出負担行為において

契約書の作成が必要とされていることなどが認められるが，このような財務

上の規則の存在によって，本件各土地の契約期間が，従前，競馬終了までと

されていたものを，年度毎の１年間に限定すべき必要があったのかは疑問で

ある。

(3) 被告は，契約書上の「契約期間」を賃料改定期間と解するべきであると

主張するが，契約上の文言に反する解釈である。

また契約が継続することを前提として，賃料改定期間を定めたとすれば，

賃料改定の方法や当事者間に改定賃料の合意ができない場合の賃料額をどう

するか（前年の賃料を取りあえず維持する等）などを，契約書上で定めるの

， 。（ ，が自然であると思われるが そのような定めが全く置かれていない 甲７
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１７，２５の各１ないし４）

以上によれば，契約書上の「契約期間」を単なる賃料改定期間と解するべ

きであるとする被告の主張を採用することはできない。

(4) 本件各土地の賃貸借契約の期間は，契約書に定めたとおり１年間と解す

るべきである。

しかしながら，契約書上の契約期間が１年とされたとはいえ，本件各土地

の賃貸借契約が長年にわたって継続されてた経緯及び，本件各土地には競馬

場施設が存在していることに鑑みると，本質的に継続的な契約であり，契約

当事者は，競馬事業が円滑に継続される限り，本件各土地の賃貸借契約を更

新し，継続させるという意思を有していたことが推認される。

そうすると，契約期間の１年が経過することにより，直ちに賃貸借契約が

終了すると解することは，相当ではなく，契約更新に際し，契約当事者は，

本件各土地賃貸借の経緯及びＢ競馬の実情等を踏まえたうえで，更新時にお

ける合理的な契約条件（賃料の額）を合意するよう努力すべき，継続的な契

。 ，約における信義則上の義務を負っていると解することが相当である そして

そのような信義則上の義務を負っている間は，期間の経過による賃貸借契約

の終了を主張し得ないと解する余地がある。

もっとも，賃貸借契約の双方当事者が合意の上で，契約期間をあえて１年

間に限定している以上，契約の更新時に賃貸借契約の要素である賃料の額に

ついて合意に至らず，当事者間において，本件各土地賃貸借の経緯及びＢ競

馬の実情等を踏まえたうえで，交渉等によって合理的な合意が成立するとい

， ，う見込みが立たない場合には 上記の信義則上の義務による拘束がなくなり

結局，賃貸借契約書の条項に従って，契約期間の経過によって賃貸借契約が

終了すると解さざるを得ない。

(5) 本件における賃料額の改定の推移に照らすと，被告の売上額の減少に概

ね沿うように本件各土地の賃料を減額することを，双方当事者が契約の基礎
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として黙示的に合意していたと推認できるところである。

ところで，前記認定のとおり，平成１７年度の本件各土地の賃料について

は当事者間で，固定資産税相当額で合意したことが認められる。

この賃料額が，平成１８年度以降の土地賃貸借契約の継続を前提として，

その基礎となるような賃料額として定められたものであるならば，被告が平

成１８年度の賃料額として提示した固定資産税相当額の２０％増という額

は，一応相応の提示額ということになり，原告らは，被告の提示額を前提と

， 。して 賃料額の合意に努める信義則上の義務を負うことになると考えられる

しかしながら，前記認定のとおり，平成１７年のＢ競馬開催は，平成１６

年１２月に検討委員会から 「Ｂ競馬の第１の目的である地方財政に対する，

貢献ができないこと及び今後の自立的経営が困難となっていることから，競

馬事業は速やかに廃止すべきである 」という提言がなされた後，平成１７。

年２月にＢ競馬構成団体首長会議において 「平成１７年度１年間は，試験，

的に継続する」こと及び「赤字となれば廃止する 」ことを確認した上，施。

行されたものである。そうすると，原告らは，赤字となれば廃止というＢ競

馬の平成１７年度の競馬開催に協力するため，同年度における賃料額を固定

資産税相当額とすることを受け入れたと考えることが自然であり，その後の

賃料額を固定資産税相当額を基礎として定めることまで受け入れて合意した

ものとは認められない。

また，前記認定のとおり，平成１７年度の平成１６年度に対する売上が約

１１の％減少，歳出合計が１３％の減少という状況で，借地料合計について

は７０％の減少となっており，賞金・手当や従業員賃金等他の歳出項目の減

少割合が３０％以下であることに比しても大幅な減少となっており，原告ら

が固定資産税相当額を継続性のある賃料額として受け入れたものとは考え難

い。

(6) 以上のことから，原告らが，被告の提示した固定資産税相当額の２０％
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増という平成１８年度の賃料額について，受け入れを前提とする交渉の姿勢

を見せなかったことが，継続的な賃貸借契約の合意の基礎を逸脱し，前記信

義則上の義務に違反するとは認められない。

そうすると，前記のとおり，本件各土地の賃貸借契約の契約期間は，契約

書の記載どおり，１年であると認められるところ，本件賃貸借契約の経緯及

びＢ競馬の実情等を加味しても，原告と被告との間で賃料額について合理的

な合意をする見込みが認められないから，原告らと被告との間で締結されて

いた本件各土地の賃貸借契約は，平成１８年３月３１日をもって終了したと

する原告らの主張を排斥すべき理由は見い出し得ないというべきである。

(7) 以上要するに，本件各土地の賃貸借契約の賃貸借期間は，契約書どおり

１年間と解すべきであり，本件において，原告らが被告の提示した平成１８

年度賃料額を受け入れなかったことが，上記賃貸借契約の継続的性質から生

じる信義則上の義務に違反したとも認められないから，原告らが契約期間の

経過による賃貸借契約の終了を主張することを妨げないと解すべきである。

よって，本件各土地の賃貸借契約は平成１７年の賃料額（あるいは被告が

平成１８年度賃料額として提示した固定資産税相当額の２０％増の額）を賃

料額として継続している旨の被告の主張は採用することができない。

３ 争点②（原告の本件明渡請求が，権利濫用又は信義則違反か否か ）につい。

て

(1) 被告は，原告らとの賃貸借契約の目的に従い，現在も本件各土地におい

， ， ，て 競馬業務を行っているのであり その使用目的は変更されていないこと

原告らも競馬の存続を望み，本件訴訟の目的は賃料の増額請求にほかならな

いこと，競馬開催の中止は，競馬に関わる相当多数の関係者に破滅的な悪影

響を及ぼすことからすると，原告らが，被告に対し，本件各土地の明渡しを

求めることは信義則に反し，権利の濫用である旨主張する。

(2) 前記認定のとおり，本件各土地は，Ｂ競馬場のスタンドや走路等の競馬
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場施設の主要部分の敷地となっていることが認められ，被告が，原告らに本

件各土地を明け渡した場合，競馬開催は，事実上，不可能となると認められ

る。

そして，前記認定事実によれば，被告の事務局職員，調教師等の競技関係

者従事員を合わせると，Ｂ競馬の開催に直接関係する者だけで３００名を超

え，この他にもＢ競馬に所有馬を預託している馬主，原告ら以外の地主，競

馬場内外で観戦客を相手とした商売を営む者なども相当数に上ることが認め

られ，Ｂ競馬が廃止となった場合には，職を失い，生活の糧を失うに至る者

が相当数生ずるといった事態の発生も予測される。

弁論の全趣旨によれば，本件４地主組合を除く地主組合や多数のＢ競馬関

係者が，Ｂ競馬の存続を真摯に願っていることが認められ，これら関係者の

心情はもっともである。

， ， ，(3) しかしながら 前記認定のとおり Ｂ競馬の存続が危ぶまれているのは

平成５年頃から十数年にわたって，赤字経営が続いた結果であると評価する

こともできるところ，前記認定のとおり，検討委員会がＢ競馬の廃止を提言

したこと及び検討委員会の検討内容等に鑑みると，Ｂ競馬は，いわゆる地方

公営ギャンブルの機能とされる地方財政など社会への貢献もその役割を既に

果たし終えたという評価も，なし得なくはないところである。

ところで，Ｂ競馬の平成１７年度決算は，前記認定のとおり，Ｂ競馬関係

者の努力により，１億１１５３万円余の単年度黒字となったことが認められ

るが，実質的には赤字という厳しい状況であったのであり，また前記認定の

とおり，平成１７年度は借地の賃料が固定資産税相当額となったため，借地

料のみで１億円以上の経費削減効果があったものである。Ｂ競馬場の敷地は

その大半が借地であることを考慮すると，厳しい経営環境の中で存続するた

めには，１１地主組合を構成する多数の地主の全面的な協力が不可欠であろ

うと思われる。このような状況で，Ｂ競馬存続のために，固定資産税相当額
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あるいはその２０％増といった，自らの収益がほとんど見込まれないような

賃料額を敢えて受け入れる地主らと，そのような低額の賃料額を受け入れら

れないとして，自らの土地の返還を求める原告らのような地主らが生ずるこ

とは，やむを得ないことと考えられる。そして，厳しい経営環境の中，Ｂ競

馬の存続のための多数関係者らの努力は多とするとしても，原告らに対し，

本件各土地明渡請求を差し控えることを要求すべき法律上の合理的な理由

は，本件の主張上及び証拠上，見い出すことはできない。

以上によれば，多数関係者への影響を考慮しても原告らの明渡請求が権利

の濫用又は信義則に違反するとまで認めることはできない。

(4) 原告らの姿勢及び本件訴訟の目的について

前記認定事実によれば，原告らは，被告の経営状態の悪化に伴い，相応の

賃料の減額に応じ，平成１７年度においては実質的に原告らの収益が零とな

る固定資産税相当額での賃料に合意し，試験的存続に協力したことが認めら

れる。

前記認定のとおり，原告らは，平成１８年度の賃料については１９２０円

を要求していたことが認められるが，この額は，平成１６年度の賃料額２１

４０円の約１０％減となり，前記認定の賃料額の減少の推移及び平成１７年

度の売上が平成１６年度に比して約１１％の減少であったことに照らすと，

本件各土地の賃貸借契約が継続的性質を有し，前記のとおり当事者が賃料額

の合意について努力すべき信義則上の義務を負っていることを考慮しても，

原告らの提示額として不当に高額であったとまでは認められない（弁論の全

趣旨に照らすと，原告らが自らの提示額に固執する意思を有していたとまで

は認められない 。。）

また，原告らの本件訴訟提起の目的が，強制執行によることが極めて困難

であると考えられる本件各土地の明渡しの実現にあるのか，事実上，賃料の

増額を意図したものであるのかといった点については，当裁判所がこれを認
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定するに足る証拠はない。しかしながら，前記認定のとおり，原告らは，平

成１５年３月に，赤字経営が続くＢ競馬場の将来展望に不安を抱き，弁護士

を代理人として，被告等に対し，競馬が廃止となった場合の施設の撤去等の

原状回復等の対策を求めることを要望をしていること及び証拠に鑑みると，

原告らが，真実は本件各土地の明渡しを要求する意思がないのに，もっぱら

賃料の増額のみを意図して本訴を提起したとまでは認めることができない。

以上によれば，原告らの姿勢及び本件訴訟の目的などから，本件明渡請求

が権利の濫用又は信義則違反であることを積極的に基礎づけることはできな

いと考えられる。

(5) 以上の次第で，恒久的な継続が前提となる競馬開催という被告の使用目

的及び本件各土地の明渡しを認めた場合に予想され得る競馬廃止による関係

者への影響並びに原告らの姿勢等を考慮しても，法的な観点からの検討によ

る場合，原告らの被告に対する本件各土地の明渡請求が，土地所有者として

の権利の濫用若しくは信義則違反に当たるとまでは認められない。

４ 争点③（賃料相当損害金の額）について

(1) 前記認定事実によれば，原告らの本件各土地の賃料は，昭和５２年度か

ら平成１１年度まではの期間は，１坪あたり年額５０００円前後とされてき

たが，平成１２年度以降は，毎年賃料が減額されるようになり，平成１６年

， ， ，度には Ａランクの土地が２１４０円 Ｂランクの土地が１８８０円とされ

平成１７年度には，一律に固定資産税相当額とされたことが認められる。

(2) ところで，本件各土地は，形状や面積等は様々であり，一団となって，

長年にわたり競馬関係施設の用地として使用されることを目的に賃貸されて

きたものであり，現時点においては，本件各土地が被告以外の者に賃貸され

ることは想定しがたいから，その賃料相当損害金の算定に当たっては，被告

と賃貸借契約を結ぶとすればいくらが適正賃料であるかを検討せざるを得な

いというべきである。
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(3) そして，前記認定事実のとおり，平成１７年度の賃料（固定資産税相当

額）は，試験的存続に原告らも協力するために合意したものであり，原告ら

としては翌年度以降も平成１７年度と同水準の賃料で合意する意図を有して

いたとは考えられず，客観的に見ても，実質的に地主の収益がない賃料とい

うのは相当であるとはいえないから，平成１７年度の賃料を適正賃料の算定

の基礎にすべきではないというべきである。

(4) そうすると，例外的である平成１７年度を除き，直近であり，かつ，こ

れまでの賃料で最も低額であった平成１６年度の賃料を基礎として，平成１

６年度までの売上額及び賃料額の推移並びに平成１７年度の売上額を踏まえ

て，平成１８年３月３１日をもって賃貸借契約が終了したと認められる本件

各土地の同年４月１日以降の賃料相当の損害金については，当裁判所の裁量

的認定をもって定めることが相当である。

そこで，上記諸事情を考慮して，賃料相当損害金を，Ａランクの土地につ

いて，平成１６年度の賃料額２１４０円の概ね２０％減に相当する１７００

円，Ｂランクの土地について，平成１６年度の賃料額１８８０円の概ね２０

％減に相当する１５００円と認めることが相当である。

そして，本件各土地のうち，原告Ａ所有に係る別紙「物件目録Ｄ」記載の

D012ないしD016の土地５筆のみＢランクとされたの除き，すべてＡランクと

されたことが認められる。

(5) よって，本件各土地のうち，原告Ａ所有に係る別紙「物件目録Ｄ」記載

のD012ないしD016の土地についての賃料相当損害金は３．３㎡（１坪）あた

り年額１５００円，その余の土地は３．３㎡（１坪）あたり年額１７００円

であると認められる。

５ 結論

よって，原告らの請求のうち，所有権（共有持分権）に基づく明渡請求には

いずれも理由があり，原告らの賃料相当損害金請求は，原告Ａが所有する別紙
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「物件目録Ｄ」記載のD012ないしD016の土地に関する部分を除き，１か年あた

り，３．３㎡（１坪）につき１７００円の支払を求める限度で，原告Ａ所有の

同土地に関する賃料相当損害金請求は，１か年あたり，３．３㎡（１坪）につ

き１５００円の支払を求める限度でそれぞれ理由があるから，これらの限度で

認容することとし，原告らのその余の賃料相当損害金請求は理由がないから，

これを棄却することとし，仮執行宣言については，相当でないからこれを付さ

ないこととし，主文のとおり判決する。

岐阜地方裁判所民事第１部

裁判長裁判官 野 村 高 弘

裁判官 岩 井 直 幸

裁判官髙木博巳は，転補につき署名押印することができない。

裁判長裁判官 野 村 高 弘

（別紙省略）


